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トラック事業者及び発着荷主等に対する取組状況（東京労働局）

① 労働基準監督署による荷主への要請
・ 各労働基準監督署が、個別の荷主企業に対して、恒常的な荷待ち時間の削減等を要請。

② 労働局と関東運輸局による荷主への合同要請・周知
・ 東京労働局と関東運輸局が合同で、都内の荷主企業に対して、恒常的な荷待ち時間の削減等を要請。

③ 関係行政機関と連携した各種要請・周知
・ 東京労働局を含む首都圏労働局、関東運輸局及び関東経済産業局等が連名で、個別の荷主事業者

9,533社（うち都内4,400社）に対して、恒常的な荷待ち時間の削減等を要請。

取引慣行の改善に向けた取組

① 人材確保支援
・ 都内８か所のハローワークに設置している「人材確保・就職支援コーナー」を中心として、

求人コンサルティングやツアー型面接会等を実施。

② ベストプラクティス企業における取組事例の紹介
・ 全国21都道府県労働局長が訪問したベストプラクティス企業における取組事例を取りまとめ、

東京労働局ホームページで紹介。

トラック事業者への支援

① トラック事業者に対する自主点検
・ 東京労働局管内のトラック事業者に対する自主点検を通じ、トラック事業者を取り巻く現状と
課題を把握。

自主点検
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１．自主点検

２．取引慣行の改善に向けた取組

３．トラック事業者への支援
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自主点検①

・ 回答した事業場の89.0％が、時間外労働の上限規制を超えないよう、時間外労働時間数を毎月累計で管理していると回答

令和７年10月

令和６年度に引き続き、一般社団法人東京都トラック協会会員の事業場や、東京労働局において
把握した同協会非会員の事業場、平成31年以降に自動車運送業の許可を取得した事業場に対して
自主点検を実施し、1,607事業場から回答を得た。

●回答結果①（時間外労働の管理状況）

●対象企業等

●実施時期

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

時間外労働はない

年間上限を超えないよう時間外労働時間数を毎月累計で管理している

１か月の時間外労働は管理しているが、累計では管理していない

労働時間の管理を行っていない、又は上限時間を意識していない

自主点検結果（時間外労働の管理状況）
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自主点検②

●回答結果②（時間外労働削減のための取組） ※複数回答あり

●回答結果③（上限規制対応にあたっての課題） ※複数回答あり

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

取り組み方がわからない

再配送による負担

労務を専門に行う者の不在

多重下請構造（適正原価を下回る運賃など）

生産性向上の遅れ（システム化、DXなど）

過当競争（機会損失の回避など）

課題となる事項はない

資金不足（人件費、有料道路通行料などの抑制）

荷主や元請の協力が得られない

物流変動への対応（繁忙期、突発的な増加など）

交通渋滞などの道路事情

人員不足

令和7年度 令和6年度

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

M&A、同業他社との協業（共同配送など）

生産性向上に向けた設備投資（システム化、DXなど）

社外人材の活用(社会保険労務士など)

発注・受注方法の改善(発注時期の前倒しなど)

受注案件の選択(長距離便からの撤退など)

人材育成や教育(多様な業務への対応など）

運行計画の見直し(中継輸送、モーダルシフトなど）

労働時間制度や休暇制度の見直し

元請運送事業者への申入れ（運賃交渉など）

荷主への申入れ（荷待ち時間削減、運賃交渉など）

必要人員の確保

令和7年度 令和6年度
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１．自主点検

２．取引慣行の改善に向けた取組

３．トラック事業者への支援
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労働基準監督署による荷主への要請①

令和3年度の設置形態

⚫ 労働基準監督署では、本リーフレット等を活用し、荷主企業に対して長時間の荷待ちの削減に向けた取組を要請。
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労働基準監督署による荷主への要請②

令和3年度の設置形態

⚫ 本リーフレットでは、改正物流法や、標準的運賃についても併せて周知。
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労働局と関東運輸局による荷主への合同要請・周知

⚫ 労働局と関東運輸局が合同で、都内荷主企業に対して荷待ち時間の短縮等を要請。
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関係行政機関と連携した各種周知・要請

⚫ 首都圏８労働局、関東運輸局、関東経済産業局等との合同で、荷主に対して長時間の荷待ちの改善について要請。
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その他取引慣行の改善に向けた取組（リーフレットによる周知）

⚫事業主、荷主のみならず、国民の理解や社会的な機運の醸成のため、広く国民向けの広報を実施。

トラックドライバー

➢抱える問題

荷待ち時間・荷役時間は、一運行

あたり平均３時間程度と言われて

おり、長時間労働の原因となって

います。

➢わたしたちにできること

荷待ち・荷役作業時間削減のため、

適切な日時指定、予約システムの

導入、作業効率化などの工夫を。

また、「標準的運賃」を参考に、

運賃や、荷待ち、荷役作業の料金

の見直しもお願いいたします。
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令和3年度の設置形態

⚫自動車運転者の長時間労働の改善に向けたポータルサイトに新たなコンテンツ「物流情報局」を設け、荷主、トラック事業者

によりわかりやすく情報発信。

⚫労働基準監督署による荷主要請時にも活用。

改善基準告示についても、
解説テキストと解説動画
を掲載して周知している。

（解説動画）

その他取引慣行の改善に向けた取組（インターネットサイトによる周知）
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その他取引慣行の改善に向けた取組（PR動画による周知）

⚫国土交通省と連携し、働き方改革ＰＲ動画を通じ、荷主に対し荷待ち時間削減等の協力を呼びかけ。

動画のポイント（知っていただきたいこと）

⚫トラックドライバーにとっては、荷物の積み下ろしの際の待機

時間が負担となっており、荷主の立場から何も対策をしなけれ

ば、2030年度には約34％の輸送能力が不足する可能性がある

と言われていること。

⚫荷主の方には、荷待ち時間の削減のため、適切な貨物の受取・

引渡し日時の指定、予約システムの導入などの取組をお願いし

たいこと。

⚫また、荷物の積みおろし作業の効率化のためにも、パレットの

導入などの工夫を進めていただきたいこと。

⚫さらに、トラックドライバーの処遇改善に向けて、「標準的運

賃」を参考に運賃や荷待ち・荷役作業等の料金などの見直しも

ご検討いただきたいこと。

⚫また、一般国民の立場においても、なるべく再配達にならない

ような配慮をお願いしたいこと。

厚生労働省PR動画「はたらきかたススメ」トラックver.

←荷待ち時間の削減や荷役作業
の効率化に向けた取組を解説

標準的運賃も周知→
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その他取引慣行の改善に向けた取組（イベントによる周知）

⚫トラック協会主催のイベントに参加し、再配達の削減を呼び掛けるウェットティッシュを配布。

トラックフェスタTOKYO2025
 令和７年９月１４日（日） 代々木公園
 主催：東京都トラック協会 後援：東京労働局
【概要】
トラック運転手がエッセンシャルワーカーとして

その果たす社会的役割を都民に周知することで、安
全、安心な社会づくりに寄与することを目的とする
もの。
トラック運転手の働き方が変わることについて、

ノベルティを配布し、広く国民に周知した。
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１．自主点検

２．取引慣行の改善に向けた取組

３．トラック事業者への支援
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人材確保支援

⚫都内８か所に設置した人材確保・就職支援コーナーにおいて、人手不足分野の求人を積極的にサポート。
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ベストプラクティス企業における取組事例の紹介

（抜粋）

⚫全国21都道府県労働局長が訪問したベストプラクティス企業における取組事例を取りまとめ、東京労働局ホームページで紹介。
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ベストプラクティス企業における取組事例の紹介（抜粋）

⚫全国21都道府県労働局長が訪問したベストプラクティス企業における取組事例を取りまとめ、東京労働局ホームページで紹介。
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ベストプラクティス企業における取組事例の紹介（抜粋）

（抜粋）

⚫全国21都道府県労働局長が訪問したベストプラクティス企業における取組事例を取りまとめ、東京労働局ホームページで紹介。
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